
介
護
報
酬
改
定
に
と
も
な
っ
て
、

介
護
保
険
サ
ー
ビ
ス
を
利
用
し

た
と
き
に
支
払
う
金
額
が
変
更
さ
れ

ま
し
た
。

※ 

介
護
施
設
や
サ
ー
ビ
ス
に
よ
っ
て

金
額
は
異
な
り
ま
す
。

特
別
養
護
老
人
ホ
ー
ム
の
入
所

基
準
が
原
則
要
介
護
3
以
上
の

方
が
対
象
と
な
り
ま
し
た
。

※ 
す
で
に
入
所
し
て
い
る
方
、
や
む

を
得
な
い
事
情
が
あ
る
場
合
に
は

要
介
護
1
・
2
の
方
で
も
入
所
が

認
め
ら
れ
る
場
合
が
あ
り
ま
す
。

施
設
サ
ー
ビ
ス
を
利
用
し
た
と

き
の
、
多
床
室
の
居
住
費
と
負

担
限
度
額
が
変
わ
り
ま
し
た
。

多
床
室
居
住
費　

1
日
あ
た
り
370
円

　

介
護
保
険
料
が
変
わ
り
ま
し

た
。
左
ペ
ー
ジ
を
ご
確
認
く
だ

さ
い
。

一
定
以
上
の
所
得
が
あ
る
方
は
、

介
護
サ
ー
ビ
ス
費
用
の
利
用
者

負
担
が
2
割
に
な
り
ま
す
。

※
下
記
表
を
ご
確
認
く
だ
さ
い
。　

高
額
介
護
サ
ー
ビ
ス
費
の
限
度

額
が
一
部
の
方
に
つ
い
て
引
き

上
げ
ら
れ
ま
す
。

ひ
と
月
に
利
用
し
た
介
護
サ
ー
ビ

ス
費
の
利
用
者
負
担
が
一
定
額
を
超

え
た
と
き
に
支
給
さ
れ
る「
高
額
介

護
サ
ー
ビ
ス
費
」
の
区
分
に「
現
役

並
み
所
得
者
」
が
新
設
さ
れ
ま
す
。

現 

役
並
み
所
得
者　

同
一
世
帯
に
課

税
所
得
145
万
円
以
上
の
第
一
号
被

保
険
者
が
お
り
、
年
収
が
単
身

383
万
円
以
上
、
2
人
以
上
520
万
円

以
上

上
限　

4
万
4
千
400
円　

※
そ
の
他
の
区
分
は
変
わ
り
ま
せ
ん
。

特
定
入
所
者
介
護
（
予
防
）
サ

ー
ビ
ス
費
（
補
足
給
付
）
の
支

給
に
当
た
っ
て
、
預
貯
金
な
ど
の
資

産
や
配
偶
者
所
得
に
つ
い
て
も
勘
案

さ
れ
る
こ
と
に
な
り
ま
す
。

①

①

②

②

③

③

④ 4
月
か
ら

変
わ
り
ま
し
た

8
月
か
ら

変
わ
り
ま
す

　高齢者の介護を社会全体で支えあうことを目的としている介護保険制度。
被保険者が保険料を出し合い、介護が必要となったときは認定を受け、費用
の一部を負担することでサービスを利用できる仕組みです。
　事業の円滑な実施を図るため、市は「介護保険事業計画」を定めており、
3年に1度、制度の見直しを行います。（平成27～29年度）
　このたびの制度の改正の内容をお知らせします

介護保険制度
     ここが変わります

長寿課 ☎66◆1176

介護保険負担割合証
を発行します

　要支援・要介護認定を受けた方に、利用
者負担割合（1または2割）を記載した「介
護保険負担割合証」を発行します。7月下
旬に発送する予定です。
　介護サービスを利用する際は、「介護
保険負担割合証」を必ずサービス事業者
に提示してください。

第1号被保険者（65歳以上の方）

1割負担

1割負担 2割負担

同一世帯の第1号被保険者の年金収入＋
その他の合計所得金額が

単身280万円、2人以上346万円

本人の合計所得金額が
160万円未満

未満 以上

160万円未満

利用者負担の判定の流れ

2015.7
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